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日 時：2017年 9月 21日（木）

13：00～17：00
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Japan Lighting Manufacturers Association

Japan Lighting Manufacturers Association 

(JLMA)

（一社）日本照明工業会 第6回セミナー

『測光試験所の品質システムと不確かさ評価』

場 所：中央電気倶楽部（堂島・大阪）

511号 会議室（５階）
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セミナー 次第

受付開始・資料配付 13 : 00

1. 開会： 13 : 25～

2. 測光試験所におけるマネジメントシステム 13 : 30～

講師：小堀 正  ! " # $ % & '  ( ) * + , - . / 0 1 2 )

3. ISO/IEC 17025の改正状況について 14 : 00～

講師：西嶋 誠

  3 4 ) 5 6 - . 7 8 9 : ; < = > / 0 1 2 ? @ A B C D C E F 5 6 = > G ) ）
休憩

4. 不確かさの見積もりに関する留意点と 15 : 00～

バジェット作成時の問題事例の解説

講師：赤澤 幸造  H I J K 4 L M N O P Q R S 7 8 T )

5. 総合Q&A 16 : 30～

6. まとめ（閉会） U 0 V 2 W X Y Z [ \ ] P ^ _ ` a ) 16 : 45～
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セミナーの主旨

JISなどで定める評価試験（測光）の品質を確保するため，

その能力を有する試験所を明確にし，適正な試験実施と適正
な試験結果を共有できる環境が重要である。

その技術的基盤は、

a. 品質システム（JIS  Q 17025）が適切に運営されている。

b. 技術能力（JIS C 7801など）を有する。

c. 試験項目毎に，合理的な根拠により見積もられた試験精
度（『不確かさ』バジェットシート）を表明できる。

d. 認定プログラムの取得及び維持管理を行う計画をもつ。

で、JNLA認定及び工業会指定試験所の指定にも重要である。
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連絡事項

• アンケートにご協力ください
受講者皆様の受講（及びその有効性）の確認、今後の内容

改善のためご協力をお願いします。

• セミナー受講証明書の発行

本日のセミナー受講の証明を講義終了後に発行いたし
ます。氏名を各自でご記入・活用ください。

• 質疑

本日のセミナーに関連する質問などは、アンケート用

紙への記入ほか、事務局 鈴木（suzuki@jlma.or.jp)

にメールで連絡をお願いします。

適宜対応をさせて頂きます。

Japan Lighting Manufacturers Association 
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測光試験所におけるマネジメントシステム
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重要と考えること
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重要と考えること ①記録の管理
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重要と考えること ②文書の管理
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重要と考えること ③トレーサビリティの確保
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苦労していること
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御清聴ありがとうございました。



独立行政法人製品評価技術基盤機構 認定センター（IAJapan）
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独立行政法人製品評価技術基盤機構
認定センター（IAJapan）

ISO/IEC 17025 改正の状況について

平成29年度JLMAセミナー
2017.9.21(大阪)



独立行政法人製品評価技術基盤機構 認定センター（IAJapan）
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ISO/IEC 17025改正の経緯

1999 ISO/IEC Guide 25からISO/IEC 17025へ

2005 ISO/IEC 17025 第２版制定
（ISO 9001:2000への整合）

2009 定期見直しにおいて改正見送り決定

2014 ILAC（国際試験所認定機構）&SABS（南アフリカ
標準局）が改正提案（NWIP）をISO/CASCOに提出
CASCO/IECメンバー投票にて88%賛成で承認

2014.11 CASCO傘下に改正WG（WG44）設置

15年



独立行政法人製品評価技術基盤機構 認定センター（IAJapan）

ISO/IEC 17025改正の提案理由(1)

 引用規格が現存していない、最新版でない。

 用語の定義が古い。

 規格全体が規範的（prescriptive）で古い。他
の国際規格が採用するプロセスベース、パフォ
ーマンスベースの要求事項に整合すべき。

 注記が多すぎる。要求事項への格上げや削除
を検討すべき。

3

日付、名前などの細かな定め



独立行政法人製品評価技術基盤機構 認定センター（IAJapan）

ISO/IEC 17025改正の提案理由(2)

 トレーサビリティ、技能試験参加に関し、ILACや
規制当局の発行文書を考慮すべき。

 ISO-PAS（公開仕様書）との整合が必要。

 ICTの高度利用に対応した要求事項とすべき。
（コンピュータシステム、電子的記録の管理、電子
報告書発行等）

 その他、（主に技術的要求事項に関する）様々な
不満の蓄積

4



独立行政法人製品評価技術基盤機構 認定センター（IAJapan）

ISO/IEC 17025改正作業の進捗
時期 イベント 進捗

2015年2月 第1回WG44会議 改正方針の確認。WD1作成

2015年5月 第2回WG44会議 WD2作成

2015年8月 第3回WG44会議 CD1作成

2015年9月～11
月

CD1コメント・投票 90%以上の賛成で承認
コメント2606件

2016年2月 第4回WG44会議 CD2移行確認及びCD2作成

2016年3月～5
月

CD2コメント・投票 賛成96%
コメント1880件

2016年9月 第5回WG44会議 DIS作成

2016年12月～
2017年3月

DIS投票 賛成91%
コメント1,785件

2017年7月 第6回WG44会議 FDIS作成
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独立行政法人製品評価技術基盤機構 認定センター（IAJapan）

今回の改正作業に適用されたISO/CASCOルール

①ISO/CASCO共通規格構造（common structure）の採用

1.適用範囲

2.引用規格

3.用語の定義

4.一般要求事項（general requirements）
4.1 公平性 4.2 機密保持

5.構造上の要求事項（structural requirements）

6.資源要求事項（resource requirements）

6.1 一般 6.2 要員 6.3施設及び環境条件 6.4設備
6.5 計量計測トレーサビリティ 6.6 外部から提供される製品
及びサービス

6

CASCO強制
要求事項

新規要求項



独立行政法人製品評価技術基盤機構 認定センター（IAJapan）

今回の改正作業に適用されたISO/CASCOルール
7.プロセス要求事項（process requirements）

7.1 依頼、見積及び契約のレビュー
7.2 方法の選択、検証及び妥当性確認
7.3 サンプリング 7.4 試験・校正品目の取扱い 7.5 技術的記録
7.6 測定不確かさの評価 7.7 結果の有効性の保証 7.8 結果の報告
7.9 苦情 7.10不適合業務 7.11 データ管理及び情報マネジメント

8.マネジメントシステム要求事項（management system requirements）
8.1 選択肢 8.2 マネジメントシステム文書化（選択肢A）
8.3 マネジメントシステム文書の管理（選択肢A） 8.4 記録の管理（選択肢A）
8.5 リスク及び機会への取組み（選択肢A） 8.6 改善（選択肢A）
8.7 是正処置（選択肢A） 8.8 内部監査（選択肢A）
8.9 マネジメントレビュー（選択肢A）

付属書A：計量計測トレーサビリティ

付属書B：マネジメントシステム選択肢

参考文献
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独立行政法人製品評価技術基盤機構 認定センター（IAJapan）

今回の改正作業に適用されたISO/CASCOルール

②ISO PAS 17000シリーズに規定された共通要求事項文言を
使用する（CASCO強制要求事項）

（公平性：PAS 17001 機密保持：PAS 17002  
苦情：PAS 17003 マネジメント：PAS 17005）

→CASCO規格（17000シリーズ）共通要素として設定

※共通要求事項文言は、（WGの意志として）変更することが
できない。変更を必要とする場合には、ISO/政策調整委員会
（CPC）の承認が必要。

今回のISO/IEC 17025改正では

CPC承認された事例：異議申立て要求事項（PAS 17003）を適用しない

CPC不承認事例：マネジメントシステム選択肢B（ISO9001適合）を
採用しない

8

ISO公開仕様書



独立行政法人製品評価技術基盤機構 認定センター（IAJapan）

ISO/IEC 17025 主な改正内容

改正において意識された内容
✔規範的要求を可能な限り廃止（リスクベース思想に基づく）

⇒細かいルールはラボ自身で作成

✔注記を可能な限り削除

✔試験・校正活動にかかるトレンドを意識

✔ISO 9001:2015との整合

9

紙媒体の文書／記録
→電子媒体の文書／記録



独立行政法人製品評価技術基盤機構 認定センター（IAJapan）

ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜前書き（Foreword）＞

 ISOの説明、ISO規格作成の流れの紹介

 本規格の特許権についての説明

 本規格の作成プロセスの説明

 本版（第３版）発行により第２版に置き換わること、これには技
術的な改正がほどこされていること、主な改正点として、

“リスクに基づいた考え”の導入により、規範的な要求事項が
削除されパフォーマンスベースの要求事項へ転換している

プロセス、手順、文書化された情報及び組織の責任において
、過去の規格より柔軟性が増大している

“laboratory”の定義が加えられている(3.6)
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独立行政法人製品評価技術基盤機構 認定センター（IAJapan）

ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜序文（Introduction）＞

 ISO9001との関係を簡潔に記述

“この国際規格に適合するラボラトリは、一般的に

ISO9001の原則にも従った運営をすることになる”

※選択肢制については付属書Bで説明

 リスク・機会への取組みの必要性についての説明

 本規格の利用により、ラボと他機組織間の協力が促進され
、情報及び経験の共有、及び規格・手順の整合化の助けと
なる。ラボが本規格に適合しているなら、その結果の国家
間での受入れが促進される。

11

現行規格よりも9001に若干距離を
置いている（が大きく離れていない）



独立行政法人製品評価技術基盤機構 認定センター（IAJapan）

ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜１．適用範囲（Scope）＞

 ラボラトリの能力、公平性及び一貫した運営のための
要求事項を規定する

 適用可能な試験所（第一者～第三者）、法令上及び安
全上の要求事項の除外、ISO9001との関係に関する
記述の削除

“この国際規格は、要員の数に関係なく、ラボラトリ活動を
行うすべてのラボラトリに適用できる”

 ISO9001との項目対照表に関する説明の削除

（項目対照表は記載しないことにしている）

12

当然、これまでのすべて
のラボが対象



独立行政法人製品評価技術基盤機構 認定センター（IAJapan）

ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

13

＜２．引用規格（Normative references）＞
用語定義は、（ISO/IEC Guide 99（VIM3）、ISO/IEC 
17000）を引用、他文書（ISO 9000等）は参考文献に配
置

＜３．用語の定義（Terms and definitions）＞
ISO/IEC Guide 99またはISO/IEC 17000に定義がな
い用語、またあっても一部変更している用語を定義
（公平性、苦情、試験所間比較、試験所内比較、技能
試験、ラボラトリ、決定基準、検証、妥当性確認）
※ラボラトリ：次の一つ以上を実行する機関。

－校正 －試験
－後の校正または試験に付随するサンプリング

サンプリング工程が単独で
ラボラトリ活動と位置付けられた



独立行政法人製品評価技術基盤機構 認定センター（IAJapan）

ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜４．一般要求事項（General requirements）＞
4.1 公平性（CASCO強制要求事項）

 公平性を損なう商業的、財務的、又はその他の圧力を
容認してはならない。

 公平性を脅かすリスクを継続的に明確化しなければな
らない。

 特定されたリスクを解消または最小化することを実証し
なければならない。

14

リスク分析に基づく様々な潜在要因（内外部からの営業上、
財務上の圧力、影響する活動への関与等）への対処を要求
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜４．一般要求事項（General requirements）＞
4.2 機密保持（CASCO強制要求事項）
 ラボラトリ活動で入手、作成された全ての情報の管理について、

法的拘束力をもつコミットメントによって責任を負わなければなら
ない。

 （法律上の義務、契約により）機密情報の開示を行う場合、開示さ
れる情報について顧客に通知しなければならない。

 顧客以外の情報源（苦情申立者、規制当局等）から得られた顧客
情報は、顧客との間で機密として扱わなければならない。

 委員会メンバー、請負業者、外部機関要員、ラボの代理人に対し
ても機密情報の管理を要求

15

顧客情報そのもの：顧客以外の者に伝えてはならない
顧客情報の情報源（誰から得たのか）：顧客に伝えては

ならない



独立行政法人製品評価技術基盤機構 認定センター（IAJapan）

ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜５．組織要求事項（Structural requirements）＞

法人体系、管理主体の明確化、活動の責任範囲の明確化
を要求

 ラボ活動の総合的な責任を負うラボラトリマネジメント（
laboratory management）を持つこと（従来のトップマネ
ジメントよりもラボラトリに近い位置にあり、ラボラトリ全体を
見渡すことが出来る存在であることを想定）

 マネジメントシステムの適切な管理、ラボラトリ活動の妥当性
を確実にするための権限、資源を有する要員をもつこと

16

現行の“品質管理者”、“技術管理者（主体）”という概
念を廃止し“人”による管理から“機能”（function）によ
る管理へ移行
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜５．組織要求事項（Structural requirements）＞

 手順について“必要な範囲での”文書化を要求
（リスク分析に基づいて）

 この規格に適合するラボの活動範囲（range of 
laboratory activities）を文書化すること
→継続的に外部から提供される活動を除くラボラトリ

活動の範囲に対してのみ、本規格への適合を主張し
なければならない

17

（必要な設備、要員、測定能力をもたない状態での）恒久的
下請負工程は自身の活動範囲に含められない
（測定能力がなければ責任を負えない）
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜６．資源要求事項（Resource requirements）＞
6.2 要員
 ラボラトリ活動の結果に影響を与える各機能に関する力量要求事

項の文書化

 ラボラトリ活動に関して発見される逸脱の重大性及び対応への能
力を有すること

 教育訓練、権限付与、力量監視にかかる手順をもち、記録を維持
すること

 特定のラボ活動（方法の検証・妥当性確認、適合性表明・意見及
び解釈を含む）を行う要員の権限付与

18

具体的な要求（契約要員の使用、技量の目標設定、教育訓練の有効性評
価、権限付与の日付）が削除されている
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜６．資源要求事項（Resource requirements）＞
6.3 施設及び環境条件

 施設・環境条件に関する要求事項の文書化
 ラボ活動に影響する環境条件の監視および記録

 施設管理（立ち入り制限、汚染・干渉等の影響排除、区
域間の分離等）

 恒久管理外施設での活動における管理

19

ほぼ現行版要求を踏襲（整理整とん要求は削除）
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜６．資源要求事項（Resource requirements）＞
6.4 設備
 必要な設備を利用できること（現行版では“保有すること”）

 参照標準、標準物質、試薬・消耗品を全て“設備”に含めている

 （トレーサビリティが要求される）“結果の有効性に影響する”設備を
注記で例示

①測定対象量の直接測定に用いる設備（質量測定に用いる天びん）

②測定値の補正のために用いる設備（温度測定）

③複数量から計算される測定結果を得るために用いる設備

20

要求内容はほぼ現行版を踏襲
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

21

項立ては変わるが、要求内容は現行版とほぼ同様である

＜６．資源要求事項（Resource requirements）＞
6.5 計量計測トレーサビリティ
 校正、試験の別項立てを廃止、共通要求項として設置している

 以下の手段によりSIトレーサビリティを確実にすること
－能力のあるラボによる校正
－能力のある生産者が供給するSIトレーサブルな認証標準物質の利用
－直接的または間接的に国家標準/国際標準との比較により保証され

るSI単位の直接的現示（direct realization of the SI units）

 SIトレーサビリティが技術的に不可能な場合、以下の手段によりトレーサビリ
ティの実証を要求
－能力のある生産者が生産する認証標準物質
－明確に記述され、意図された用途に適合した測定結果を与えるものとして

認められ、適切な比較により保証された標準測定手順、規定された方法
または合意標準（＝方法へのトレーサビリティ）
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜６．資源要求事項（Resource requirements）＞
6.6 外部より提供される製品およびサービス
現行の“サービス・供給品の購買”と“業務の下請負契約”を統合、

ISO9001:2015の要求文面を基に作成

 外部提供製品・サービスに対するラボの要求事項の明確化

 外部提供者の評価、選定、パフォーマンス監視および再評価の手順及び
記録の維持

 提供された製品・サービスを使用する前に本規格への適合を
確実にすること

 以下の事項について外部提供者に伝達しなければならない
－提供される製品およびサービス
－合否判定基準
－要員に必要な資格を含む力量
－ラボまたはその顧客が外部提供者の施設で実行しようとする活動

22

提供品の性質（購買or下請負、製品orサービス、個別発注or大量発
注、等）により適用される項が異なる。それぞれの製品・サービスに
必要な要求事項を明確にし、的確に供給先に伝える必要がある。
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜７．プロセス要求事項（Process requirements）＞
7.1  依頼、見積もり及び契約の内容の確認

 現行版要求を踏襲（適切な方法が選択されていること、
要求事項が明文化されていること、不適切/旧式方法の
指定に対する顧客への通知等の要求）

 顧客が適合性表明を要求する場合、決定基準を明確に
し、顧客に合意を得ること

23
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜７．プロセス要求事項（Process requirements）＞

7.2  方法の選定、検証及び妥当性確認

 ほぼ現行版要求を踏襲（最新版の適切な使用、顧客が方
法を指定しない場合の顧客への通知、導入前検証の実
施、妥当性確認の程度、記録の維持等）

 国際/国家/地域規格等の使用が要求事項から推奨に変
更

24

JNLAではJISの使用が規定さ
れている
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜７．プロセス要求事項（Process requirements）＞

7.3  サンプリング

 現行版要求を踏襲（サンプリング計画及び手順をもつこ
と、サンプリング記録の維持）

 サンプリング手順として注記で望ましいとされていた記述
（サンプル選定、サンプリング計画、物質・材料からの試
料準備について）が要求事項に格上げ

25
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜７．プロセス要求事項（Process requirements）＞

7.4  試験・校正品目の取り扱い

 現行版要求を踏襲（品目の輸送、受領、取扱い、保管、処
分/返却のための手順をもつこと、品目識別のためのシス
テムをもつこと、品目の規定状態からの逸脱を記録し顧客
と相談すること）

 顧客が逸脱を認めながらも試験・校正の実施を要求する
場合、その逸脱がどの結果に影響しているおそれがある
のか（責任放棄に関する表明）を報告書に記載すること

26
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜７．プロセス要求事項（Process requirements）＞

7.5技術的記録

 ほぼ現行版要求を踏襲（繰り返しに十分な情報を含むこと
、チェック者の識別、作成時点において記録されること）

 記録の変更は、旧版または元の観測まで遡り追跡できる
ことを確実にすること。元データ/ファイルを変更後のもの
と合わせ保管すること。

27

“見え消し訂正線＋署名”でなくてもよい

電子媒体の使用を想定
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜７．プロセス要求事項（Process requirements）＞

7.6 測定不確かさの評価
 “見積もり”（estimation）から“評価”（evaluation）に変更

 試験ラボについては、“少なくとも全不確かさ要因の特定を試
みること”を削除（推定は方法のパフォーマンスに関する方法
の理論的原理の理解及び実際の経験に基づいて行われなけ
ればならない）

 結果の測定不確かさが確立され検証されている特別な方法の
場合、重要な要因が制御できていることが立証できる場合は
不確かさ評価は必要ない。

28

現行より厳しく
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜７．プロセス要求事項（Process requirements）＞
7.7 結果の有効性の保証

内部品質保証活動と外部品質保証活動を別項で要求
内部品質保証活動 ：

標準物質の使用、校正済品の利用、測定設備の機能的チェック・中間チ
ェック、同一品目の試験・校正の反復、保留品目の再試験・校正、試験結
果のレビュー、試験所内比較、ブラインドサンプルの測定

外部品質保証活動 ：

技能試験または試験所間比較への参加（適用可能かつ適切な場合）

29

品質保証には内部比較（ばらつきの管理）と外部比較
（かたよりの管理）の組み合わせが必要である
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜７．プロセス要求事項（Process requirements）＞
7.8 結果の報告
 従来の校正証明書、試験報告書に加え“サンプリング報告書”も

考慮

 報告書記載事項を若干変更

（試験）試験活動が実施された場所、報告書発行日

（試験）サンプリングを実施していない（試料が顧客から提供された）
場合、結果は受領サンプルに対し適用される旨を報告書に
記載すること

（サンプリング）後の試験の測定不確かさ評価に必要な情報
（試験）測定対象量と同一単位の測定不確かさ（または相対不確かさ）

 適合性表明はリスクレベル（誤却下/誤受入、統計的推定など）を基に
した決定基準を文書化し適用すること

30

JNLAでは今までも要求

「 依頼、見積もり及び契約の「7．1依頼、見積もり及び契約の
内容の確認」参照
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜７．プロセス要求事項（Process requirements）＞
7.8 結果の報告

 結果・解釈は、試験品目から得られた結果に基づかなけ
ればならない

 意見・解釈は、権限を付与された要員が表明すること

 報告書の修正は、変更情報を明確に識別し、適切な場合
変更の理由を付すこと

 発行されたすべての報告書は、技術的記録として保持す
ること

31

“報告書の写しの保管”
に代わる要求事項
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜７．プロセス要求事項（Process requirements）＞
7.9 苦情（CASCO強制要求事項）
 苦情受理、評価、決定のプロセスを文書化すること

 要求に応じ苦情処理プロセスをあらゆる利害関係者に公開すること

 苦情処理プロセスには以下の要素を含むこと
－苦情の受理、検証、調査、処置決定に関する記述
－苦情の追跡および記録
－適切な処置がとられることを確実にすること

 苦情処理のために必要なすべての情報を収集、検証すること

 可能な場合、申立者に受理通知、進捗報告、結果報告すること

 申立人に伝達する結果は、当該苦情に関与していない者が作成、
またはレビュー及び承認を行うこと

 可能な場合、申立人に処理終了の通知を交付すること

32具体的かつ厳しい要求になっている
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜７．プロセス要求事項（Process requirements）＞

7.10 不適合業務
 現行版要求をほぼ踏襲（責任・権限の規定、重大性評価、顧客通

知及び業務停止、是正処置、業務再開の指示等）

 （業務停止/再開、報告書発行保留の決定は）ラボの確立したリス
クレベルに基づくこと

33
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜７．プロセス要求事項（Process requirements）＞

7.11 データ管理及び情報マネジメント
現行版のデータ管理要求に、ISO 15189（臨床試験所の要求事項）

にある情報管理要求事項を参考にした新規要求を追加

※LIMS（laboratory information management system）を
強く意識した要求事項が導入されている

 ラボ活動を実施するために必要なデータ、情報にアクセスできるこ
と

 データ収集、処理、記録、報告、保管、検索に用いるラボ情報マネ
ジメントシステムは、導入前に機能性検証を受けなければならない

34
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜７．プロセス要求事項（Process requirements）＞
7.11 データ管理－情報マネジメント－
 情報マネジメントシステムは、以下の条件を満足すること

－無許可アクセスから保護されている
－不法改変または喪失の防止
－仕様に適合した環境下で運用されていること、手作業による

記録・転写の正確性が保証された条件を備えている
－データ・情報の完全性を確実にするように維持されている
－システム障害の記録、及び適切な即時の是正処置を含む

 オフサイト管理または外部提供者により管理保守されている場合、
システム提供者または操作員が本規格に適合することを確実に
すること

 情報マネジメントシステムに関連する指示書、マニュアル、参照デ
ータを要員が利用できること

 計算、データ転送は系統的な方法でチェックを行うこと

35
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜８．マネジメントシステム要求事項（Management system 
requirements）＞

8.1 選択肢（CASCO強制要求事項）

選択肢A・・・以下の事項を扱わなければならない
・8.2 MS文書化 ・8.3MS文書の管理 ・8.4記録の管理
・8.5リスク及び機会への取組み ・8.6改善 ・8.7是正処置
・8.8 内部監査 ・8.9 マネジメントレビュー

選択肢B・・・本規格の4～7項の要求事項を一貫して満足すことを
支援し、かつ、実証できるMSをISO9001の要求事項に
従って確立及び維持しているラボは、少なくとも8.2-8.9の
要求事項の意図を満足している

36

ISO 9001下の活動がラボの技術的要素を
カバーしていることが重要

ラボがAかBを選択



独立行政法人製品評価技術基盤機構 認定センター（IAJapan）

ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜８．マネジメントシステム要求事項（Management system 
requirements）＞

8.2 マネジメントシステム文書（選択肢A）
 本規格の目的を果たすための方針及び目標を確立、文書化すること

 方針及び目的が全組織レベルで周知、実施されることを確実にすること

 方針・目標はラボの力量、公平性及び一貫性のある運営に言及すること

 ラボ管理主体の責任（MS開発、実施、有効性の継続的改善に対するコミット
メント）

 全文書・プロセス・システム・記録類をMSに含めること、引用または関連付け
すること

37

“品質マニュアル”の作成が削除されている
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜８．マネジメントシステム要求事項（Management system 
requirements）＞

8.3 マネジメントシステム文書の管理（選択肢A）

 次の事項を確実にすること
－文書発行前の権限者による承認
－文書の定期的なレビュー及び必要な更新の実施
－文書変更及び最新の改訂状況の識別
－適切な最新版が使用場所で入手でき、必要に応じ文書配付が

管理される
－文書に固有の識別
－旧版文書の意図しない使用の防止、旧文書を保持する場合の

適切な識別

38

具体的な要求（ページ番号付け、初版確認部署による
変更確認、修正箇所の署名日付）が削除されている
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜８．マネジメントシステム要求事項（Management system 
requirements）＞

8.4 記録の管理（選択肢A）

現行版要求を踏襲（読みやすい記録を維持すること、記録の識別・
保管・保護・バックアップ・アーカイブ・検索・保管のための管理を
実施すること）

39
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜８．マネジメントシステム要求事項（Management system 
requirements）＞

8.5 リスク及び機会への取組み（選択肢A）

ISO9001:2015との整合を意識して新設。文面もほぼISO9001
からの引用になっている。

 以下の事項を目的として、ラボ活動に付随するリスク及び機会を検討する
こと。

－MSがその意図した結果を達成できるという確信を与える
－ラボの目的及び目標を達成する機会を広げる
－ラボ活動における望ましくない影響及び潜在的障害を防止又は

軽減する
－改善を達成する

 以下の事項を計画すること
－これらのリスク及び機会に取り組むための処置
－それらの処置をMSに統合し実施するための方法
－これらの処置の有効性の評価のための方法

40
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜８．マネジメントシステム要求事項（Management system 
requirements）＞

8.5 リスク及び機会への取組み（選択肢A）

 リスク及び機会に取り組むための処置は、試験・校正結果の妥当性に与え
る潜在的影響に釣り合うものでなければならない。

 （注記１）“リスクへの取組み”の選択肢には、脅威の特定及び回避、機会
を追求するためのリスク負担、リスク源の除去、可能性もしくは結果の変更
、リスクの共有、または十分な情報に基づくリスク保持が含まれ得る。

 （注記２）“機会”は、ラボ活動の範囲拡大、新たな顧客への取組み、新技
術の使用及び顧客のニーズに取組むその他の可能性につながり得る。

41

・“リスクへの取組み”は、現行版の“予防処置”の具体的手順
といえる。予防処置の要素は改正版全体に及んでいる。
・“機会への取組み”は、正の（好ましい）影響を与え得る可能
性（好機）の考慮と考えればよい
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜８．マネジメントシステム要求事項（Management system 
requirements）＞

8.6 改善（選択肢A）

 現行版要求内容を踏襲（改善の機会を特定し、選択して必要な処置
を実施すること）

 （注記）改善の機会は、業務手順のレビュー、方針の使用、全体の目
的、監査結果、是正処置、マネジメントレビュー、要員からの提言、リ
スク評価、データの分析、技能試験結果を通じて特定することができ
る。

 顧客からのフィードバック（現行版要求事項）をここに設置（サービス
改善のために活用すること）

42
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜８．マネジメントシステム要求事項（Management system 
requirements）＞

8.7 是正処置（選択肢A）

 現行版要求内容をほぼ踏襲（不適合原因を明確にする、必要な処置
を実施、有効性のレビュー、必要なMSの変更、記録の維持）

 類似する不適合の有無、またはそれらが発生する可能性を明確に
すること

 必要に応じ、計画の過程で明確になったリスク及び機会を更新する

43

現行版から追加
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜８．マネジメントシステム要求事項（Management system 
requirements）＞

8.8 内部監査（選択肢A）

 頻度に関する注記（１サイクル１年以内に完了）を削除、“あらかじめ
定めた間隔で”の実施を要求

 現行版要求をほぼ踏襲（監査計画の作成、監査基準・範囲の明確化
、監査結果の管理主体への報告、適切な是正処置の実施、記録の
維持）

44

監査される活動から独立した要員による実施、フォローアップ
活動に関する要求は削除されている
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜８．マネジメントシステム要求事項（Management system 
requirements）＞

8.9 マネジメントレビュー（選択肢A）

 頻度に関する注記（典型的な周期１２ヶ月）を削除、“あらかじめ定め
た間隔で”の実施を要求

 いくつかのレビュー項目を追加・削除

✔ラボに関連する内外部の課題の変化 ✔目標の達成✔方針及び手順の適切さ
✔前回までのマネジメントレビューの結果とった処置の状況 ✔直近の内部監査の
結果 ✔是正処置✔外部機関による審査 ✔業務量及び種類の変更、または
ラボ活動の範囲の変更 ✔顧客及び要員からのフィードバック ✔苦情 ✔実施さ
れた改善の有効性 ✔資源の妥当性 ✔リスク特定の結果 ✔結果の有効性の
保証の結果 ✔監視活動及び教育訓練等その他の因子
✔ 管理要員及び監督要員からの報告 ✔予防処置 ✔改善のための提案

45
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜付属書A（参考）：計量計測トレーサビリティ＞

現行版のトレーサビリティ要求項にある多数の注記から、重要な要
素を抽出して作成

 計量計測トレーサビリティ確立のための５要素（A.2.1）
➢測定対象量の詳細な記載
➢適切な計量参照へ遡る、文書化された切れ目のない校正の連鎖
➢測定不確かさ
➢文書化された適切な方法による連鎖
➢連鎖を実施する要員の力量

 適合表明のみをふくむ校正証明書をトレーサビリティ源とする場合の
注意事項（A.2.3）

 トレーサビリティ確立のために国際的に認められるパス（A.3）
➢ CIPM-MRAの範囲で（NMIが）実施する校正
➢ILACまたは地域機関のMRA認定を受けたラボが実施する校正

46
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ISO/IEC 17025 主な改正内容（FDIS）

＜付属書B（参考）：マネジメントシステム選択肢＞

選択肢AおよびBに関する説明、プロセスアプローチの図説
 本規格の4～7項を満たし、かつ選択肢Aを実施するラボは、一般的

にISO9001の原則にも従って運営されることになる。

 選択肢Bを選択するラボは、本規格の4～7項を一貫して満たすことを
裏付け立証できるような形でISO9001に従いMSを構築維持すること
を可能にする。しかしながら、ISO9001への適合自体がそのラボの
技術的能力を立証するわけではない。

 どちらの選択肢とも、MSのパフォーマンス及び本規格4～7項の順
守に関し同じ結果を達成することを意図している。

47

以上です。
お疲れ様でした！
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今後の予定（暫定）

 現在 FDIS投票ラウンド実施中（～10/9）
 平成２９年１１～１２月 ISO/IEC 17025:2017発行
 平成３０年４～６月 JIS Q 17025:2018発行
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御清聴、ありがとうございました。

独立行政法人製品評価技術基盤機構
認定センター（IAJapan）ホームページ：

http://www.nite.go.jp/iajapan/
JNLAホームページ：

http://www.nite.go.jp/iajapan/jnla/
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一般社団法人日本照明工業会 セミナー
「測光試験所の品質システムと不確かさ評価」

2017年 9月21日（木）
於 大阪･中央電気倶楽部511号室

（一社）日本照明工業会 技術部 赤澤 幸造

不確かさの見積もりに関する留意点と
バジェット作成時の問題事例の解説

1
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はじめに （信頼性の指標としての用語と定義）

3

“誤差”，“精度”，“不確かさ”の違い

誤差＊１ （error）：
測定値から真の値を引いた値

精度＊１ （accuracy）：
測定結果の正確さと精密さを含めた，真の値との
一致の度合い

不確かさ＊２ （uncertainty）：
測定の結果に付随した，合理的に測定対象量に結び
付けられ得る値のバラツキを特徴付けるパラメータ

〔出典〕 ＊１： JIS Z 8103:2000 ， ＊２： TS Z 0033:2012

真の値は知り得ないという前提

真の値の存在を前提

真の値を知ることはできない！
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4

つづく

１．不確かさのバジェットの参考例
Budget sheet ： 見積書
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１．不確かさのバジェットの参考例 （つづき）

つづく



一般社団法人日本照明工業会

１．不確かさのバジェットの参考例 （つづき）

6

＊不確かさの見積書は測定装置やシステムにより異なるため画一なものは無い。

＊測定者はそれぞれ固有の計測システムに合わせて検討する必要がある。

＊第三者が見ても分かり易いバジェットシートを作成することが大切である。
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２．不確かさ要因の特定

7

全光束測定における主な要因例としては，

1. 標準器（全光束標準電球など）の校正の不確かさ

2. 標準器の安定性・再現性による不確かさ

3. 標準器の経年変化による不確かさ

4. 測定装置の安定性・再現性による不確かさ

5. 測定装置の性能（仕様）による不確かさ
（非直線性，波長ずれ，積分球の不均等性などを含む）

6. 繰り返し測定のバラツキによる不確かさ

7. 測定方法や手順に起因する不確かさ
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２．不確かさ要因の特定 （つづき）

8

8. データ処理方法（補正など）による不確かさ

9. 測定対象物の短期安定性による不確かさ
（測定対象の長期安定性・再現性は，通常評価しなくてよい）

10. 周囲温度や迷光など測定環境の影響による不確かさ

11. 標準器及び測定対象物の点灯条件設定の不確かさ
（電気計測器の指示値， 校正の不確かさ， 及び点灯条件に
対する有効数字の影響などを含む）

などが挙げられる。
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２．不確かさ要因の特定 （つづき）

9

 不確かさ評価で一番難しいのは，評価する不確かさ項目の
特定である。

 不確かさ要因は色々あるが，抽出したもの全てを見積りに加
える必要はない。

 要因の影響を実験する場合，複数の要因を纏めた方が実験
が容易になることがある。その場合には，関係する要因を纏
めて，その影響をバジェットシートに計上してもよい。

 複数の要因が相互に影響するモデルでは，要因個々の影響
に加えて，要因間の影響も評価する必要がある。
この様なモデルのモンテカルロシミュレーションでは相関関係
を持つ要因は全てパラメータに加えて評価する必要がある。
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２．不確かさ要因の特定 （つづき）

10

 最終的な不確かさ（合成標準不確かさ）に与える影響が小さく
無視できる要因＊は切り捨て，影響が大きなものをピックアップ
することが重要である。

＊注釈

1. 切り捨ての目安は，相関がない場合，一番大きな要因の1/10以下の
ものを選ぶとよい。

2. 一番大きな要因の1/10の場合，最終的な不確かさに与える影響は，
一番大きな要因の0.5％未満である。
〔合成標準不確かさ試算例〕 √(12+0.12)≒1.004988 ≒ 100.499%

3. 他方，ある器物の測定では1/10以下となる要因であっても，他の測定
器物では1/10以上になる場合もあることから，

一律に切り捨てるのではなく，常に要因の大小関係（合成標準不確かさへの

寄与度）を考慮することが必要である。
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３．不確かさ成分の評価 （標準不確かさの算出）

11
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３．不確かさ成分の評価 （つづき）

12
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３．不確かさ成分の評価 （つづき）

13

3.2 タイプＢの評価法

主として未知のかたより＊を，確率分布を仮定してバラツキ
として評価し，標準不確かさに変換する方法。
＊その状態を再現するためには時間･費用･人手があまりにも
掛かり過ぎて再現することが難しく，知ることが困難なかたより

標準不確かさの包含区間は，計算（合成及び拡張）の都合
により，実験標準偏差（σ）に揃える必要がある。

そのために，バラツキの状態（確率分布）に応じて，データの
限界値を除する値が“除数”であって，表１で示す値になる。
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３．不確かさ成分の評価 （つづき）

14

表１ 確率分布と除数について

確率分布の半値幅を除数で割った値は，タイプBの評価法での標準不確かさ
となる。仮定する確率分布により代表的な除数がある。

※ a は半値幅 ⇔ 推定する確率分布の上限と下限の間の半分
u は拡張不確かさ・・・校正証明書などで記載されている

-a a a-a -a a -s s
矩形分布（一様分布） 三角分布 Ｕ字分布 正規分布

最もよく使われる
分布。
限界値のとき等に
適用。

除数は √3

中心が多く、端にいくほど
少なくなる分布に適用。
正規分布のときはこの分布
を適用することが多い。

除数は √6

周期的に変化する
要因に対して適用。

除数は √2

校正証明書などで
不確かさが分かって
いる時に適用。

除数は 2

a/√3 a/√6 a/√2 ｕ/2
標準不確かさ



一般社団法人日本照明工業会

３．不確かさ成分の評価 （つづき）

15

モンテカルロシミュレーションなど，バラツキの状態が表１の
確率分布にならない場合には，下記の考え方を準用して，
標準偏差に相当する包含区間から，標準不確かさを決定
する必要がある。

具体的な事例としては，
・中央値を挟んで６８％の確率を与える片幅を標準不確かさ
にする。
又は，
・中央値を挟んで９５％の確率を与える片幅の半分を標準
不確かさにする。
・中央値に偏りがある場合，偏りの影響を加える（幅の大きい
方を採用）
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良い例 問題例 良い例

バラツキ
の種類

不確かさα
（k=1）

不確かさα
（k=1）

管理範囲±β

確率分布

αを標準偏差と
する正規分布

-α-2α +α +2α0 -α +α0

±αを幅とする
一様分布

-β +β0

±βを幅とする
一様分布

モンテカルロシミュレーションで使用する入力量の確率分布

３．不確かさ成分の評価 （つづき）
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 感度係数（ ）とは，入力量（単位）の変動量を出力量
（単位）の変動量に換算するための係数である。

 測定のモデル式が一次式で直線性が確保されている場合
は実験的に求めることもできる。

 しかし，一般的に測定のモデル式は複雑なケースが多い
ことから，入力量の変動量に対する出力量の変動量を
近似で求めることになる。

 この場合，入力量に対する測定のモデル式の「傾き」を求め
れば出力量に変換できることから，測定のモデル式を各変
数で偏微分することによって，接線の傾き，すなわち「感度
係数」を算出することができる。

４．感度係数

ic
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４．感度係数の求め方一例

線形回帰（回帰分析の一種）で感度係数を導出する方法
（光源の全光束と周囲（環境）温度の関係）

測定データが直線にほぼ乗ることが前提

測定データが非線形の場合は，線形近似により接線の傾き，
すなわち感度係数を算出する。
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５．合成標準不確かさの計算 （二乗和の平方根で合成）
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 包含係数（ｋ =2） （約95％の信頼の水準）が一般的である。

 モンテカルロシミュレーションによって標準不確かさを合成する＊

場合，包含係数の代わりに包含区間（包含確率）を用いるため，
包含係数は不要となる。

６．包含係数ｋの決定

 合成標準不確かさに包含係数（ｋ =2） を乗じて，約95％の
信頼水準の拡張不確かさを求める。

 拡張不確かさの有効数字は，例えば，全光束測定の場合
では，３桁目を切り上げて２桁に丸めることが多く，一般的
にも２桁に丸めればよいとされている。

７．拡張不確かさ（ｋ =2）の計算

＊採用する際はIAJapanなど認定機関の事前了解が必要
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８．バジェットシートの作り方一例

21

例示が目的で値は参考値である
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８．バジェットシートの作り方一例 （つづき）

22

例示が目的で値は参考値である
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９．不確かさ評価 （評価方法のポイント）

【共通事項】

 主要な不確かさ要因の影響が評価されていること
 モデル式が適切であること（不確かさに対する各
要因の因果関係が適切に反映されていること）

【数値計算】

 モデル式が直線近似
可能なこと

 微分量（感度係数）
が，入力量及びその
バラツキと整合して
いること

【ＭＣＳ】

 乱数の入力モデル
（確率分布）及び繰り
返し数が適切なこと

 出力の確率分布に
基づいた推定を行う
こと

併用する場合には，それぞれの要件を満たすこと
23
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９．不確かさ評価 （数値計算の適用について）

 数値計算による方法は，関数を微分量（傾き）で直線
近似する方法であり，次の場合は適用できない。
①出力量を1次式で近似できないとき

②非対称な不確かさを持つ場合

③モデル式が非常に複雑な場合

本当の
� � の幅�

��

近似された
� � の幅

��,�

� ��

〈直線近似が適用可能な例〉 〈直線近似が適用不可能な例〉

本当の
� � の幅�

�

近似された
� � の幅

��,�

� ��

※不確かさが大きい場合は近似が妥当でない

24
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 ＭＣＳを適用する場合の注意点は，次の通り
①入力量及び出力量の確率分布の精査

②安易なモデル式を採用しない

（出力量のモデル式≠出力量を求める計算式）

③ 数値計算と併用する場合には，数値計算の適用条件も

満たすことが必要

合成標準不確かさ 拡張不確かさ

出力量 の分布

モデル式

� � �

出力 �・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

�
� �
に従う乱数

入力量

出力 	

９．不確かさ評価 （ＭＣＳの適用について）

25
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Ａ） Ｒａが高い場合（Ｒａ：99.98）

Ｃ） Ｒ11の歪みの例（Ｒ11：94.4，2700K）

Ｂ） Ｒ9が高い場合（Ｒ9：99.89）

Ｄ） Ｒ12の歪みの例（Ｒ12：64.8，5070K）

９．不確かさ評価 （ＭＣＳ（測色値）確率分布の歪みの事例）

26

演色評価数が98超では，確率分布のほとんどは歪む

演色評価数の確率分布は歪みが生じやすく，不確かさの適用には注意が必要
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９．不確かさ評価 （過去セミナーでの質問と回答）

27

Q1 “データの実験標準偏差”と“平均値の実験標準偏差”の使い分けは？

A1 １回限りの測定（同一個体をＮ回測定した場合）では，標準不確かさ＝実験
標準偏差として扱える。但し，プールされた実験標準偏差や繰り返し測定の
結果から，平均値のバラツキを標準不確かさとして見積もる場合は，実験
標準偏差を√ｎで除して算出する。
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９．不確かさ評価 （過去セミナーでの質問と回答）

28

Q2 タイプＡの不確かさ成分評価法において，複数サンプルの安定性・再現性に
よる不確かさを評価する場合，「Ｎ個のデータ」は「サンプル数」，「繰返し測定
回数ｎ」は「各サンプルの繰返し測定回数」として算出しても良いか？

A2 事例で紹介した計算式は，同一個体に関するものであり，複数個体の評価に
用いることは出来ない。複数個体を扱う場合には，個々の個体について事例
の評価を行い，その中の最悪値を採用するか，詳細な分析を行なう場合には，
分散分析を用いる。

Q3 なぜ標準電球の経時変化による不確かさを評価するのか？

A3標準電球は点灯時間に伴って光束が低下する。
この低下は標準電球を使用するごとに，ほぼ等しく減衰していくため，
経時変化の不確かさを校正時における光束の低下分を幅とする
矩形分布（一様分布）として算出する。
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９．不確かさ評価 （過去セミナーでの質問と回答）
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Q4 受光器の周囲温度変化の影響による不確かさ評価において，測光値の変化
が基準の温度に対して非対称な特性をもつ場合の算出方法の考え方は？
例えば，25℃の測光値に対して，23℃において-0.3%，27℃において+0.5%
の変動幅がある場合では，不確かさとして変動幅の半分“(0.5%-(- 0.3%))
/2=0.4%” を用いてよいか？

A4 変動幅は基準値に対するものを採用する。
過小評価にならないように，変動幅の大きい値（質問の例では0.5%）を
採用するのが一般的である。
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９．不確かさ評価 （過去セミナーでの質問と回答）

30

Q5 標準電球は１年周期で不確かさを評価しなければならないのか？

A5 １年間の周期は参考例である。試験所が設定する周期で求めると良い。
一般的には，校正周期が長くなるほど，経時変化の不確かさは大きくなる。
所望する不確かさより，
校正周期（例えば，累積点灯時間を周期とした校正）を設定すればよい。

Q6 標準電球の経時変化について，複数の校正データがない（変化量が不明な）
場合は，どう処理すればよいか。自社で3ヶ月毎に測定した値を使用しても
よいか？

A6 事例では，点灯時間に対する測光量の変動幅を得る手段として複数の校正
結果から変動幅を求める方法を紹介した。直接，点灯時間における変動幅
を求めることも可能である。各試験事業者において標準電球の校正周期と
して設定されている点灯時間の上限値に相当する変動幅を採用することが
大切である。逆に，不確かさを低減するために，点灯時間の上限値を見直す
こともできる。
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９．不確かさ評価 （過去セミナーでの質問と回答）
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Q7 標準電球の安定･再現性試験において，繰り返し測定に関する点灯条件
（基準）はあるのか？
点灯→エージング→測定→消灯を都度繰り返すのか，又は，連続点灯で
測定を繰り返すのか。

A7 測定方法は，求める不確かさの内容によって異なる。今回のセミナー事例
では，安定性及び再現性をまとめて評価するため，都度点灯することが
必要となる。

Q8 校正証明書に記載している拡張不確かさが相対値ではなく，測定量の
単位で書かれている場合には，どのように相対値を算出するのか？

A8 校正証明書に記載されている拡張不確かさ(k = 2)の値を対象とする値
（標準電球の場合は校正値，電気計器等の場合は表示値）で除して求める。
この拡張不確かさの相対値を，更に除数2で除して相対標準不確かさを
求める。
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９．不確かさ評価 （過去セミナーでの質問と回答）

32

Q9 不確かさバジェットシートの参考例（CIE S 025/E:2015）では，
分光放射計の直線性による不確かさ，迷光による不確かさ，積分球の
不均等性による不確かさが，寄与率の大半を占めている。
また，積分球の不均等性の不確かさ評価は，積分球内面レスポンスの
角度特性を測定する必要があるが，測定は非常に難しい。
このような現状で，CIEのバジェットシートは参考例として適当なのか？

A9 不確かさの見積もりは，試験事業者の所有する測定装置や試験環境に
よって異なる。
当工業会によるバジェットシート例の作成/公開は，コンサルティングや
ミスリードに繋がる恐れがあるため差し控えた。
しかしながら，
不確かさの評価について理解を深めて頂くためには，参考例が必要と
考え，既公開の国際規格を例示した。
なお，当工業会では，拡張不確かさ（k=2）の上限値の規制は必要で
あると考えている。
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１０．不確かさの報告 （過去事例）

〔事務局からの指摘（不適合）事項〕
ワーキングスタンダード（ＷＳ）を使用した試験において，ＷＳ
の標準不確かさが評価されていない。

〔事務局からの助言事項〕
◆ＷＳを自社で校正されている場合は，校正手順に則した
バジェットシートを作成し，ＷＳの標準不確かさを求めて
下さい。
◆外部（例えば，JCSS登録校正事業者）が校正したもので
あれば，校正証明書に記載の不確かさを計上して下さい。

◆試験事業者が保有する参照標準（ＷＳを含む）は，国家
標準からの切れ目のない校正の連鎖（トレーサビリティー）
が要求されます。

校正手順書の作成は
必須条件
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１０．不確かさの報告 （過去事例）
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１０．不確かさの報告 （過去事例）
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１０． 不確かさの報告 （改善事例）

36



一般社団法人日本照明工業会

１０． 不確かさの報告 （電力測定における不確かさ評価）

37

電力計の校正証明書に記載されている“校正の不確かさ”
（一般的に相当小さな値） を電力測定の不確かさ評価に
採用する場合は，同程度の不確かさを与える下記の要因
などを漏れなく検討し，取捨選択する必要がある。

〈測定器の不確かさを与える要因例〉

① 使用する測定器のレンジと，測定する値の関係
② 負荷の力率，高調波（電流波形）などの影響
③ 測定器と負荷の接続結線方法
④ 測定器の内部インピーダンスによる影響
⑤ 校正期間内の測定器のドリフト（長期安定性）
⑥ 表示分解能（桁数）に基づく影響
⑦ 測定器の周囲温度の影響
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１０．不確かさの報告 まとめ

1. 測定の不確かさ評価（バジェットシート）は，座学では身に
付かない，額に汗して作成し体得することが肝要である。

2. 測定の不確かさの要因は，所有の測定装置，測定方法，
試験環境によって大きく異なり，画一的なものは無い。

3. 測定不確かさ評価で大事なことは，測定対象（製品等），
測定器，測定目的を踏まえた，測定に対する相場観を
測定者自身が持つことである。

4. 測定不確かさ評価とは，試験所の要員が漠然と感じて
いた測定のバラツキの定量化作業であり，これによって
試験結果の信頼性が実証される。
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１２．『不確かさのバジェットの参考例 （つづき） 』
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